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説 明 会 次 第 

 

 

１ 開 会 

 

２ 契約課説明 

  平成３１年度入札制度の見直しについて 

・建設工事等の入札における指名競争入札の原則廃止 

・小型工事の適用対象となる設計金額の見直し 

・特定建設業の許可を求める対象工事の見直し 

・総合評点の上限設定の試行継続 

・建設工事の入札における一抜け方式の導入（試行） 

・総合評価方式の落札者決定基準の見直し 

・優良工事事業者表彰となる対象事業者の見直し 

・優良業者優先指名競争入札の見直し 

 

３ 閉 会 
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１．建設工事等の入札における指名競争入札の原則廃止 

 

（１）趣旨 

   設計金額（税込み。以下同じ。）が１３０万円を超え５００万円未満の工

事については、従来、指名競争入札を実施してきたが、指名競争入札にお

いて、辞退による入札中止等が増加していること、また、一般競争入札に

おいて入札参加資格の事後審査を導入したことなどで、一般競争入札に係

る事務量が小さくなったことから、設計金額が１３０万円を超える工事に

ついては、原則として一般競争入札を実施するよう改める。 

 

（２）内容 

   設計金額が１３０万円を超える工事について、原則として一般競争入札

を実施するよう改める。ただし、地方自治法施行令第１６７条の規定に該

当する場合は、指名競争入札を実施する。 

設計金額 改正前 改正後 

130 万円未満 随意契約 随意契約 

130 万円を超え 

500 万円未満 
指名競争入札 

一般競争入札 

500 万円以上 一般競争入札 

 

 

 

 

 

（３）適用対象工事 

   全ての工事 

    

（４）適用時期 

   平成３１年４月１日 

【参考】地方自治法施行令（抄） 
第百六十七条 地方自治法第二百三十四条第二項の規定により指名競争入札によることができ

る場合は、次の各号に掲げる場合とする。 
一 工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約でその性質又は目的が一般競争入札に適

しないものをするとき。 
二 その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要がない

と認められる程度に少数である契約をするとき。 
三 一般競争入札に付することが不利と認められるとき。 
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２．小型工事の適用対象となる設計金額の見直し 

 

（１）趣旨 

   下関市小型工事等事務取扱要領で定める小型工事については、発注者の

設計積算及び受注者の提出書類の簡素化等を認めているところであるが、

発注者及び受注者双方の事務負担を軽減するため、小型工事の対象工事を

拡大する。 

 

（２）内容 

小型工事の対象となる工事の設計金額を１００万円以下から１３０万以

下に改める。 

【参考】下関市小型工事等事務取扱要領（抜粋） 

（定義） 

第２条 本要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

 (1) 小型工事 市単独事業による工事のうち、設計金額が１００万円以下で、随意

契約により契約締結するもの。           （※１３０万円に改正） 

（設計書等の作成等） 

第３条 設計積算の簡素化を図るため、担当課長は見積者に対し当該小型工事の起工

に必要な施工内容を示した簡便な設計図書及び見積書の依頼ができるものとし、執

行に必要な事項は次のとおりとする。 

 (1)～(4) 略 

（履行に関する書類等） 

第７条 小型工事の履行に関する提出書類は第１条の趣旨に従い次のとおりとする。 

 (1) 受注者の提出書類等は、工事請負契約書に規定する工程表及び現場代理人等の

通知とし、施工計画書、材料承諾、施工管理資料等は、品質管理上担当課長が特

に必要である場合を除き省略できるものとする。 

 (2) 工事の写真は、特に必要がある場合を除き着工時及び完成時の写真で内容が確

認できる程度のものとする。 

 (3) 出来形管理資料等は、特に必要がある場合を除き省略できるものとする。 

 

（３）適用対象工事 

   全ての工事 

    

（４）適用時期 

   平成３１年４月１日  
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３．特定建設業の許可を求める対象工事の見直し 

 

（１）趣旨 

   市内中小業者の受注機会を増やすとともに、入札の競争性を高めるため、

一般競争入札における入札参加条件の１つである建設業の許可に関する条

件を緩和する。 

 

（２）内容 

   入札参加条件において、特定建設業の許可を条件とする対象工事を次の

とおり改める。 

工種 改正前 改正後 

建築一式工事を除く 

全ての工種 

設計金額 

５，０００万円以上 設計金額 

８，０００万円以上 
建築一式工事 

設計金額 

７，０００万円以上 

※ ただし、工事特性等によっては、条件としない場合がある。 

 

  【参考】建設業法上、特定建設業の許可が必要な工事 

工種 対象工事 

建築一式工事を除く 

全ての工種 
下請発注額の合計が４,０００万円以上の工事 

建築一式工事 下請発注額の合計が６,０００万円以上の工事 

 

（３）適用時期 

   平成３１年４月１日 
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４．総合評点の上限設定の試行継続 

 

（１）趣旨 

   一般競争入札で平成３０年度から試行している入札参加条件に係る総合

評点の上限設定について、より工事規模（設計金額）が大きい工事を対象

とした場合の効果や課題を把握するため、対象を拡大して試行を継続する。 

 

（２）内容 

   一般競争入札で試行している入札参加条件に係る総合評点の上限設定に

ついて、次のとおり対象を拡大して試行を継続する。 

項目 改正前 改正後 

工種 
土木一式工事 

建築一式工事 

土木一式工事 

建築一式工事 

設計金額 ２,０００万円未満 ４,０００万円未満 

 

（３）適用時期 

   平成３１年４月１日 
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５．建設工事の入札における一抜け方式の導入（試行） 

 

（１）趣旨 

   過大受注による工事品質の低下防止及び市内業者の受注機会の確保・育

成を目的に、いわゆる一抜け方式を試行的に導入する。 

 

（２）内容 

   一般競争入札において、次のとおり一抜け方式を試行的に導入する。 

適用対象工事の条件 

・工種（建設業法上の許可業種）が同一である

こと。 

・工事規模（設計金額）が同程度であること。 

・公告日又は開札日が同一であること。 

実施の方法 

（概要） 

・一抜け方式を適用する場合、入札公告におい

て、その旨を明示する。 

・開札の順番において、上位の工事で落札者と

なった者は下位の工事の入札を無効とする。 

  ※詳細については、別途入札公告等で周知予定。 

   

【参考】一抜け方式の実施イメージ   

工事名 

（予定価格） 
工種 

開札 
順番 

開札 
日時 

入札・落札結果 

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 

Ａ道路工事 

(5,500 千円) 

土木

一式 
1 

3/1 

9：00 

5,400 千円 5,450 千円 5,500 千円 

落札   

Ｂ道路工事 

(5,300 千円) 

土木

一式 
２ 

3/1 

9：05 

5,200 千円 5,250 千円 5,300 千円 

【無効】 落札  

Ｃ道路工事 

(5,100 千円) 

土木

一式 
３ 

3/1 

9：10 

5,000 千円 5,050 千円 5,100 千円 

【無効】 【無効】 落札 

 

（３）適用時期 

   平成３１年４月１日 
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６．総合評価方式の落札者決定基準の見直し 

 

（１）趣旨 

   総合評価方式について、より公平な入札制度とするため、特別簡易型に

おける施工実績型と地域型を統合し、あわせて、地域精通度の評価基準を

見直す。 

また、海上工事実施に当たり必要不可欠な作業船の保有及び買い換えの

促進を図るため、作業船の保有状況に関する評価項目を新たに設ける。 

 

（２）内容 

  ①特別簡易型の施工実績型と地域型の統合 

   特別簡易型における施工実績型と地域型を資料１のとおり統合する。 

 

  ②地域精通度の評価方法の見直し 

 市内の地域区分について、これまでの８地域から２地域に見直し、資料

２のとおり評価するよう改める。 

  

  ③作業船の保有状況に関する評価項目の追加 

   全ての型式において、企業の技術的能力の評価項目として、作業船の保

有状況を追加する。 

   詳細は資料３のとおり。 

 

（３）適用時期 

   平成３１年４月１日（予定） 

   ※総合評価方式の落札者決定基準の見直しについては、地方自治法施行令の規

定に基づき、2 月 20 日に下関市入札監視委員会を開催して学識経験者の意

見を聴き、決定することとしています。 
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資料１（特別簡易型の施工実績型と地域型の統合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

配点 配点 配点

2 2 2

2 2 2

(-1) 0 (-1) 0 (-1) 0

1 - 1

1 - 1

1 - 1

1

7 4 8

2 2 2

1 1 1

1 - 1

1 - 1

1 1 1

6 4 6

地域精通度 - 3 2

1 1 1

1 1 1

2 2 1

4 7 5

換算値 換算値

労働安全衛生マネジメント等の取得状況 (0.714) (0.714)

配点合計 5 3 4

過去３年間の優良工事表彰の有無 (0.714) (0.714)

ISO9001,ISO14001の取得状況、
環境への配慮（エコマネジメント等）

(0.714)

評価項目 細目

特別簡易型
特別簡易型

施工実績型 地域型

換算値

企
業
の
技
術
力

(1.429)

過去２年間の指名停止措置の有無 (0.000) (0.000) (0.000)

企業の技術的
能力について

過去８年間の同種工事（公共工事）の施工実績
の有無

(1.429) (1.500) (1.429)

過去２年間（建築一式は4年）の下関市発注工事にお

ける工事成績評定点（同種工種）の平均点
(1.429) (1.500)

(0.714)

技能士等の活用 (0.667) (0.667)

担い手確保の取組 (0.667) (0.500) (0.667)

(0.667)

告示前１年間の継続学習（ＣＰＤ）の取組状況 (0.667) (0.667)

過去８年間の主任（監理）技術者の同種工事
（公共工事）の施工経験の有無

(0.667) (0.500)

作業船の保有状況

2 4

企
業
の
地
域
貢
献
度

地理的条件 (2.143)

地域貢献度

 　A　若手技術者の雇用

　 B　女性技術者の雇用

配点合計 4

配置技術者の
能力及び担い
手確保の取組

について

主任（監理）技術者の保有する資格 (1.333) (1.000) (1.333)

過去５年間の災害時緊急対応出動実績 (0.250) (0.714) (0.250)

過去３年間の市内在住者の新規雇用の有無 (0.250) (0.714) (0.250)

加算点（満点） 10 10 10

　 D やまぐち男女共同参画推進事業の認証

　 E 地域貢献活動の実績

平成30年度 平成31年度

配点合計 1 5 2

　 B 更生保護の協力雇用主登録

　 C 消防団協力事業所の登録

その他の取組 (0.500) (1.429) (0.250)

　 A 障害者の雇用状況
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資料２（地域精通度の評価方法の見直し） 

改正前 改正後 

（地域区分） 

地域 対象区域 

旧市内 本庁の所管区域 

彦島地区 彦島支所の所管区域 

山陽地区 長府、王司、清末、小月、王喜及び吉田支所の所管区域 

山陰地区 川中、安岡、吉見、勝山及び内日支所の所管区域 

菊川地区 菊川総合支所の所管区域 

豊田地区 豊田総合支所の所管区域 

豊浦地区 豊浦総合支所の所管区域 

豊北地区 豊北総合支所の所管区域 
 

（地域区分） 

地域 対象区域 

旧下関市 
 下関市のうち平成１７年２月１２日における下

関市の区域 

旧豊浦郡 
 下関市のうち平成１７年２月１２日における豊

浦郡菊川町、豊浦郡豊田町、豊浦郡豊浦町及び豊浦

郡豊北町の区域 
 

（評価基準及び配点） 

評価基準 配点 

工事場所のある地域に本店がある。 ３点 

工事場所のある地域（旧下関市、旧豊浦郡の２区分

で上記に該当するものを除く。）に本店がある。 
２点 

その他 ０点 
 

（評価基準及び配点） 

評価基準 配点 

工事場所のある地域に本店がある。 ２点 

上記以外の地域で市内に本店がある。 １点 

その他 ０点 
 

（備考） 

※共同企業体を対象として発注する工事においては、特段の指示がな

い場合、当該共同企業体の代表者、構成員のいずれかを対象とする。 

 

（備考） 

※共同企業体を対象として発注する工事においては、特段の指示がな

い場合、当該共同企業体の代表者、構成員のいずれかを対象とする。 

※本評価項目は、選択項目とし、工事よっては適用しない場合がある。 

 

1
1
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資料３（作業船の保有状況に関する評価項目の追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）評価基準及び配点

配点

主作業船のうち、いずれかを自社保有している。 １点

主作業船のうち、いずれかを共同保有している。 ０．５点

いずれの主作業船も保有していない。 ０点

（２）留意事項

項目

作業船の保有状況

              主作業船（１５種）

1 ポンプ浚渫船 9 クレーン付台船

2 グラブ浚渫船 10 杭打船

3 バックホウ浚渫船 11 コンクリートミキサー船

4 リクレーマ船 12 ケーソン製作用台船

5 バージアンローダ船 13 深層混合処理船

6 空気圧送船 14 サンドドレーン船

7 旋回起重機船 15 サンドコンパクション船

8 固定起重機船

・共同企業体を対象として発注する場合、特段の指示がない場合、当該共同企業体の代表者、
構成員のいずれかを対象とする。

・保有が確認できる資料として、登記簿謄本、船舶検査調書、海上保険証券又はその他所有権
を証する契約書等のうちいずれかの写し及び作業船の全形写真を添付すること。

留意事項

・主作業船を使用する海上工事において、次に掲げる通常の海上工事に使用される作業船（１５
種）のうち、いずれかを自社保有又は共同保有している場合に評価する。

評価基準

・保有の主作業船が設計標準歩掛表（港湾編）に記載の規格未満の場合は、施工が可能であ
ることが分かる資料（任意様式）を提出すること。
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資料４（型式別、評価項目別の換算値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 「◎」：必須項目 「○」：選択項目 

評価項目 評価の細目 配点 

特別簡易型 簡易型 標準型 

対 

象 

項 

目 

配 
 

点 

換 

算 

値 

対 

象 

項 

目 

配 
 

点 

換 

算 

値 
対 

象 

項 

目 

配 
 

点 

換 

算 

値 

（１） 

企業

の技

術力 

① 

簡易な施工計画 

発注者が求める

施工上配慮すべ

き事項として１

項目を選定 

工程管理 

２ － － 

－ 

◎ ２ 
４ 

↓ 

１０ 

－ － 

－ 

品質管理 

その他配慮すべき事項 

工事全般の施工計画 ２ － － ◎ ２ － － 

② 

高度な技術提案 

技術提案と技術

提案に基づく施

工計画 

総合的なコスト 

12 － － 

－ 

－ － 

－ 

◎ １２ 

１６ 

↓ 

２０ 

工事目的物の性能・強度等 

社会的要請 

工事全般の施工計画 ４ － － － － ◎ ４ 

③ 

企業の技術的能

力 

過去８年間の同種工事（公共工事）の施工実績

の有無 
２ ◎ ２ 

８ 

↓ 

４ 

◎ ２ 

１０ 

↓ 

５ 

◎ ２ 

１０ 

↓ 

５ 

過去２年間（建築一式工事は過去４年間）の下

関市発注工事における工事成績評定点（同種工

種）の平均点 

４ ◎ ２ ◎ ４ ◎ ４ 

過去２年間の指名停止措置の有無 
０ 

(－1) 
◎ 

０ 

(－1) 
◎ 

０ 

(－1) 
◎ 

０ 

(－1) 

過去３年間の優良工事表彰の有無 １ ◎ １ ◎ １ ◎ １ 

ISO9001、ISO14001 の取得状況、環境への配

慮（エコマネジメント等） 
１ ◎ １ ◎ １ ◎ １ 

労働安全衛生マネジメント等の取得状況 １ ◎ １ ◎ １ ◎ １ 

作業船の保有状況 １ ○ １ ○ １ ○ １ 

④ 

配置技術者の能

力及び担い手確

保の取組 

主任（監理）技術者の保有する資格 ２ ◎ ２ 

６ 

↓ 

４ 

◎ ２ 

６ 

↓ 

４ 

◎ ２ 

６ 

↓ 

５ 

過去８年間の主任（監理）技術者の同種工事（公

共工事）の施工経験の有無 
２ ◎ １ ◎ １ ◎ ２ 

公告日前１年間の継続学習(CPD)の取組状況 １ ◎ １ ◎ １ ◎ １ 

技能士等の活用 １ ○ １ ○ １ ○ １ 

担い手確保の取組 １ ◎ １ ◎ １ － － 

（２） 

企業

の地

域貢

献度 

①地域精通度 地理的条件 ２ ○ ２ 

５ 

↓ 

２ 

－ － 

３ 

↓ 

１ 

－ － 

－ 

②地域貢献度 過去５年間の災害時緊急対応出動実績 １ ○ １ ○ １ － － 

過去３年間の市内在住者の新規雇用の有無 １ ◎ １ ◎ １ － － 

その他の取組 

Ａ 障害者の雇用状況 

Ｂ 更生保護の協力雇用主登録の有無 

Ｃ 消防団協力事業書の登録の有無 

Ｄ やまぐち男女共同参画推進事業者の認証 

Ｅ 地域貢献活動の実績 

１ ◎ １ ◎ １ － － 

評価点計 １０ ２０ ３０ 

（評価点の換算方法）換算値の欄中、矢印の上の数字が各評価項目ごとの配点合計、矢印の下の数字が各評価項目ごとの換算値。 

          ただし、選択項目(○印)を評価対象外とした場合は上の数字から当該配点を差し引いたものとする。 
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７．優良工事事業者表彰となる対象事業者の見直し 

 

（１）趣旨 

   技術力向上による工事成績評定点の上昇等の状況を踏まえ、優良工事事

業者表彰の対象となる事業者を見直す。 

 

（２）内容 

優良工事事業者表彰の対象事業者（選考対象）を次のとおり改める。 

（下関市優良工事事業者表彰要領第２条関係） 

改正前 改正後 

(1) 前年度に完成した請負代金額が 

５００万円以上の工事で、下関市工

事成績評定基準（平成１７年２月 

１３日制定）による工事成績評定点

（以下「評定点」という。）が８０点

以上の工事を施工した事業者 

(2) 前年度に完成した請負代金額が５

００万円以上の工事で、評定点が７

５点以上の工事を同一工種で複数施

工した事業者 

(3) 前年度に完成した工事の品質又は

施工状況等が特に優れており、表彰

に値すると認められる工事を施工し

た事業者 

(4) 前年度に、施工困難な工事、災害

対応の工事等を施工したことにより

市に貢献し、表彰に値すると認めら

れる事業者 

(1) 前年度に完成した請負代金額が 

５００万円以上の工事で、下関市工

事成績評定基準（平成１７年２月 

１３日制定）による工事成績評定点

（以下「評定点」という。）が８２点

以上の工事を施工した事業者 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

(2) 前年度に、施工困難な工事、災害

対応の工事等を施工したことにより

市に貢献し、表彰に値すると認めら

れる事業者 

 

（３）適用時期 

   平成３１年４月１日 
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８．優良業者優先指名競争入札の見直し 

 

（１）趣旨 

   優良工事事業者表彰を受けた事業者を対象とする優良業者優先指名競争

入札において、辞退する事業者が多く、不調となる工事もあることから、

一般競争入札として実施するよう改める。 

 

（２）内容 

   優良業者優先指名競争入札について、一般競争入札で実施するものとし、

入札参加条件として、次の条件を付するものとする。 

入札参加条件 

・過去３年間に優良工事事業者表彰を受けていること。 

備 考 

・同一年度内に同一工種の工事で、上記条件を付した工事で落札者と

なった事業者は、原則として参加できないものとする。 

・工事が災害復旧工事である場合は、当該災害の応急措置対応業者も

参加できる条件に変更できるものとする。 

   

（３）適用時期 

   平成３１年４月１日 

 

 

 


